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⚫ 本年２月に閣議決定した第７次エネルギー基本計画においては、洋上風力発電について、「投資が大規模かつ

総事業期間が長期間にわたることから、収入・費用の変動リスクに対応できる強靱な事業組成を促進し、洋上風

力発電への電源投資を確実に完遂させるために必要な規律強化や環境整備を進める」とされている。

⚫ これを具体化していくため、昨年度、洋上風力発電の制度を見直して改訂した 「一般海域における占用公募制

度の運用指針」に続き、公募占用指針の改訂案について検討を行ってきたところ。洋上風力発電への電源投資

を確実に完遂させるため、これまでの見直しに留まらず、公募の公平性を損なわないことを前提として、更なる制

度のあり方を検討していくこととしたい。

⚫ その上で、どのような環境整備が考えられるか御議論いただきたい。

更なる制度のあり方の検討について

【検討項目の例】

Ⅰ．脱炭素電源が適切に評価されるための環境整備

① PPA市場の活性化

② 脱炭素電源に対する需要の喚起

Ⅱ．電源投資に係る事業環境整備

① 海域の占用期間に係る予見性の確保

② 事業完遂に資する金融支援

Ⅲ．その他
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１．事業者選定後に実施される政策措置の適用について

２．第32回洋上WG合同会議（6/3）の事業者ヒアリング
結果

３．第33・34回洋上WG合同会議（6/24、8/6）の主な
御指摘事項

４．事業者からの重点要望事項について

①海域の占用期間に係る予見性の確保

②長期脱炭素電源オークションへの参加容認

③オフテイカーの再エネ賦課金の減免
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⚫ 過去及び将来の事業者選定プロセスに係る公募の信頼性を確保する観点から、公募時点において事業者
に与えられていた予見性が担保されることが重要である。その上で、再エネ海域利用法に基づく公募における
事業者の選定後に実施される政策措置の適用及びそれに伴う計画変更については、当該措置がもたらす
様々な効果や影響を考慮しつつ、以下①～③の点を総合的に勘案し、その可否を判断すべきではないか。そ
の際、透明性のあるプロセスで、丁寧な説明がなされることが重要である。

① 政策措置の適用の必要性・合理性

✓ 当該政策措置が、エネルギー基本計画、再エネ海域利用法の目的等に合致するか、総合的に国民全
体の利益に繋がるか

✓ 当該政策措置が、電源横断的かつ一般的なものである場合、他の電源種を含め、他の再エネ発電
事業者との公平性が確保されているか

② 公募における競争の要素に与える影響

✓ 供給価格（国民負担の大きさ）

✓ 事業実施能力（事業実施体制、資金・収支計画、事業スケジュール、発電設備の施工・維持管理・
撤去の方法、サプライチェーンの強靭性、事業のリスク分析と対応 等）

✓ 地域調整・経済波及効果（関係行政機関との調整能力、漁業等との協調・共生、国内・県内への経
済波及効果）

③ 政策措置の適用前後における公募占用計画の一体性に与える影響

✓ 選定事業者が、同等以上の計画概要（発電容量、事業スケジュール等）で事業を継続できるか

⚫ なお、当該政策措置の適用及びそれに伴う計画変更により、他の事業者等に影響が生じるおそれがある場
合には、政策的観点からの配慮措置の要否を検討することも重要。

選定後に実施される政策措置の適用及びそれに伴う計画変更についての考え方
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（参考）エネルギー政策の方向性

第７次エネルギー基本計画（2025年2月18日閣議決定）

Ⅳ．エネルギー政策の基本的視点（Ｓ＋３Ｅ）

１．総論
我が国のエネルギー政策の要諦は、安全性（Safety）を大前提に、エネルギー安定供給（Energy Security）を第

一として、経済効率性の向上（Economic Efficiency）と環境への適合（Environment）を図るという、「Ｓ＋３Ｅ
の原則」にある。

特に、我が国は、すぐに使える資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれているといった地理的制約を抱えているため、安全性
の確保を大前提に、３つのＥ（エネルギー安定供給、経済効率性、環境適合性）の最適なバランスを追求していくことが、エネ
ルギー政策の基本的視点となる。（中略）

Ⅴ．２０４０年に向けた政策の方向性
３．脱炭素電源の拡大と系統整備
（２）再生可能エネルギー
① 総論

（中略）今後とも、エネルギー政策の原則であるＳ＋３Ｅを大前提に、電力部門の脱炭素化に向け、再生可能エネルギー
の主力電源化を徹底し、関係省庁や地方公共団体が連携して施策を強化することで、地域との共生と国民負担の抑制を図
りながら最大限の導入を促す。
（中略）ＦＩＰ制度は、再生可能エネルギーの電力市場への統合の鍵となるものであり、電力システム全体のコスト低減、
再生可能エネルギーの出力制御量の抑制等にも寄与することから、制度の更なる活用を進める。（中略）

③ 風力発電
（中略）投資が大規模かつ総事業期間が長期間にわたることから、収入・費用の変動リスクに対応できる強靱な事業組成を

促進し、洋上風力発電への電源投資を確実に完遂させるために必要な規律強化や環境整備を進める。（中略）



5

海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律

第一条 この法律は、海洋再生可能エネルギー発電事業の長期的、安定的かつ効率的な実施の重要性に鑑み、海洋基本法
（平成十九年法律第三十三号）に規定する海洋に関する施策との調和を図りつつ、海洋再生可能エネルギー発電設備の整
備に係る海域の利用を促進するため、基本方針の策定、海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域の指定、海洋再
生可能エネルギー発電設備整備促進区域内の海域の占用等に係る計画の認定制度の創設等の措置を講ずることにより、我
が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上に寄与することを目的とする。

（参考）エネルギー政策の方向性



１．事業者選定後に実施される政策措置の適用について

２．第32回洋上WG合同会議（6/3）の事業者ヒアリング
結果

３．第33・34回洋上WG合同会議（6/24、8/6）の主な
御指摘事項

４．事業者からの重点要望事項について

①海域の占用期間に係る予見性の確保

②長期脱炭素電源オークションへの参加容認

③オフテイカーの再エネ賦課金の減免
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第32回洋上WG合同会議（6/3）の事業者ヒアリング結果①
主な意見項目 要望社数 主な具体的な要望内容

公募制度 ９

・価格調整スキームの見直し（為替変動に応じた調整、コスト指標の見直し、選定済み案件への適用時の起算

点を公募開始時に設定、価格調整スキーム導入に伴い下げることとされた供給上限額決定時のIRR水準の維

持、ゼロプレミアム案件への絶対値でのプレミアム支給、運転維持費への価格調整スキーム適用）（６社）

・価格評価点の見直し（最低制限価格の導入、ゼロプレミアム/準ゼロプレミアムでなければ勝てない設定の見直

し、適切なプレミアムが得られるような制度設計、FIT制度の再導入）（４社）

・配点の見直し（PQ（事前資格審査制度）の導入、価格評価点よりも事業の実施可能性に関する評価（実

績やリスク評価、収入の確実性等）を重点化）（２社）

・計画の柔軟性の確保（応札時点の風車機種の決定の必要性の見直し、設備容量・運開時期・地域貢献等

の主要な計画が維持される限りにおける事業者選定後の計画変更の許容）（２社）

・2段階方式の導入

・海域特性を考慮した迅速性評価の設定

・遅延した際のFIP期間の短縮適用を保証金全額没収後に限定

PPA促進

再エネ価値の向上
９

・オフテイカー支援（２社）

・オフテイカーの再エネ賦課金の減免・免除（基準価格が一定額以下の事業からのオフテイクに対象を限定、新

規再エネ電源から調達する電力量に応じた再エネ賦課金の免除）（２社）

・オフテイカーの税制優遇（２社）

・CPPA価格と市場価格との乖離を是正する支援

・非化石価値取引市場における上限価格の撤廃と下限価格の引き上げ

・洋上風力の電気の付加価値が⾼く維持できる政策の実施

海域占用許可の

延長
７

・運用指針の見直し

・原則更新を許容

・40年間への延長

・FIP期間（発電側課金対象外）も併せて延長

長期脱炭素電源

オークション
５

・参加容認（５社）

・募集枠の見直し（「再エネ（風力・太陽光・地熱・水力（流込式））」の導入等）（２社）

・調整係数の見直し（洋上風力の設備利用率を踏まえた調整係数の設定等）（２社）

・上限価格の見直し（２社）

・設備利用率（リクワイアメント）の見直し 7
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第32回洋上WG合同会議（6/3）の事業者ヒアリング結果②
主な意見項目 要望社数 主な具体的な要望内容

港湾 5
・利用料の減免・免除（整備費用部分の公費負担割合の増加等）（４社）

・港湾利用の環境整備

固定資産税の減免 ３

・令和7年度までの時限措置の延長についての早期公表

・軽減税率の適用期間の延長（現行3年間を10～20年間）

・加速償却

供給上限額 ３
・NEDOの収益モデルの客観的な評価および改善

・実際のコスト、事業費⾼騰を反映した見直し（２社）

FIP制度 ２
・バランシングコスト交付（2029年以降の額の早期公表、交付期間の延長）（２社）

・発電側課金免除の継続（２社）

GX推進機構 ２
・債務保証の要件の拡大

・債務保証料率の低減

その他 いずれも１社

・需給調整市場の参加の許容

・系統利用の確実性の向上

・セントラル方式におけるJOGMEC採取データの効率的な認証への利用

・ウィンドファーム認証プロセスの改善

・船籍要件の改善

・試運転電力売電の容認

・風車撤去費用に係る現金積立時点での損金算入
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１．事業者選定後に実施される政策措置の適用について

２．第32回洋上WG合同会議（6/3）の事業者ヒアリング
結果

３．第33・34回洋上WG合同会議（6/24、8/6）の主な
御指摘事項

４．事業者からの重点要望事項について

①海域の占用期間に係る予見性の確保

②長期脱炭素電源オークションへの参加容認

③オフテイカーの再エネ賦課金の減免
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⚫ 占用期間の延長は、プロジェクトファイナンスによるローンの返済においてキャッシュフローが改善する点と、より幅
広い投資家によるエクイティでの参入が期待でき、資金の早期回収が可能となる点の両方の観点から有益。

⚫ 風車の耐用年数が延びており、稼働可能期間の分析技術も向上しているところ、稼働可能な発電設備を有
効活用することは合理的。環境面においても稼働実績がある風車を使用する方が優れていると思料。

⚫ 海域の占用期間に関わる予見性の確保について、条件を満足できれば10年間確実に延長できる環境の整
備を期待。

⚫ 海域の占用期間について、ベースケースとして、原則更新されるだろうということにならないと事業性の向上につ
ながらないのではないかと思う。「②当該促進区域において発電事業を行おうとする事業者を再度公募する必
要性が認められないこと」の基準以外についても、幅広に予見可能性を高めていただきたい。

⚫ 海域の占用期間については、何度も何度も大量に投資していくのではなく、できるだけ最適な予見可能な環
境の中で長寿命化への投資を行うことで、ひいては国民負担を減少させる方向に持っていくことができればよい。 

⚫ 発電開始時点から風車にセンサーを設置するなどモニタリングの体制を確保しておくことが重要。ただし、モニタ
リング技術は開発中であり、今後の技術の熟度によって，占用期間の延長時にまとめて調査する方法もあり
得る。稼働可能期間の見極め方法は事業者の判断によるところ、柔軟に対応できる仕組みになると良い。ま
た、設備の状況により、残りの稼働年数を事業者が適切に評価した上で、最大延長期間の範囲内で事業者
が柔軟に占用期間を申請できるようになると良い。 

⚫ 港湾や海域は海運業界その他海洋関係の業界の皆さんも利用しており、丁寧な議論を進めていただければ
と思う。 

⚫ 占用許可は行政庁の裁量によるものであり、従来の運用指針の書き方は極めて理にかなっているが、ファイナ
ンスの観点から緩和していくという方向性はあり得る。ただし、現行の法制度の下では占用期間は30年が原
則であり、無条件に更新を認めるのは法の趣旨に反するから、国が一定の裁量的判断を持つということは不
可欠な要素ではないか。

第33・34回洋上WG合同会議（6/24、8/6）の主な御指摘事項
①海域の占用期間に係る予見性の確保
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第34回洋上WG合同会議（8/6）の主な御指摘事項

⚫ 入札の参加の適合条件であるとか、洋上風力に割り当てられている容量の制限もある上、政策目的も含め、
相応に大きな変更が必要であると理解している。

⚫ 過去ラウンドの事業者は国民負担ゼロということで選定されたため、国民負担の観点も踏まえると、将来的な
制度としてはともかく、過去ラウンドの事業者に適用するのは難しいという印象を持った。

⚫ 現在すでに動いている案件に適用させるのは難しいと理解した。

②長期脱炭素電源オークションへの参加容認

⚫ 法改正を含めたマターと認識。長期脱炭素電源オークションと併せ、制度変更による長期的な厚生の損失や
非効率を生まない制度設計の観点から、今後慎重に対応を検討いただきたい。

⚫ 法改正含めて短期的な対応は難しいと思う。支援策については、過去ラウンドの事業は現在も動いていること
から、早めに議論を進めて結論を出すべき。

③オフテイカーの再エネ賦課金の減免
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運用指針の改訂案

①海域の占用期間に係る予見性の確保

一般海域における占用公募制度の運用指針

【改訂案】 【現行】 （令和４年１０月改訂以降）

2章2.2）①
なお、認定有効期間の終了後の占用については、選定事業

者が、本法第10条第1項に基づく占用許可の更新を希望す
るときは、①当該促進区域を引き続き促進区域として指定す
ることが妥当であること、②選定事業者が事業を継続すること
が、電力の安定的・経済的な供給の観点から合理的であるこ
と、③選定事業者による占用が占用許可審査基準に適合し
ていることの全てに該当する場合、当該占用許可の更新が認
められることを原則とする。

（中略）

第4章1.（1）2）
なお、第 2 章 2.(1) 2) に記載のとおり、一定の要件に該

当する場合、本法第 10条第 1 項に基づく占用許可の更新
が認められることを原則とする。選定事業者が認定有効期間
終了後における促進区域内海域の占用の許可の更新を希望
する場合は、公募占用指針に記載された維持管理、撤去の
方針に沿った新たな占用計画（占用の期間を含む。）を国
土交通大臣に提出し、国土交通大臣は適切に占用許可期
間を審査した上で占用の許可を与えるものとする。

2章2.2）①
なお、認定有効期間の終了後の占用については、占用許可

期間内に選定事業者が洋上風力発電設備を撤去した後、
当該促進区域において発電事業を行おうとする事業者を改め
て公募することを原則とする。

ただし、①当該促進区域を引き続き促進区域として指定す
ることが妥当であること、②当該促進区域において発電事業を
行おうとする事業者を再度公募する必要性が認められないこと、
かつ、③選定事業者による占用が占用許可審査基準に適合
していることの全てに該当する場合、本法第10条第1項に基
づく占用許可の更新が認められることがあり得る。

（中略）

第4章1.（1）2）
なお、第 2 章 2.(1) 2) に記載のとおり、一定の要件に該

当する場合、本法第 10条第 1 項に基づく占用許可の更新
が認められることがあり得る。選定事業者が認定有効期間終
了後における促進区域内海域の占用の許可の更新を希望す
る場合は、公募占用指針に記載された維持管理、撤去の方
針に沿った新たな占用計画（占用の期間を含む。）を国土
交通大臣に提出し、国土交通大臣は適切に占用許可期間
を審査した上で占用の許可を与えるものとする。
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現行の運用指針における基本的考え方

①海域の占用期間に係る予見性の確保

令和3年2月17日第7回合同会議【資料１】より抜粋

【前回WG資料再掲】
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⚫ 促進区域の指定基準は再エネ海域利用法において定められている。

⚫ 占用許可審査基準については、促進区域内海域の占用、土砂の採取、施設又は工作物の新設又は改築、
海底の掘削、廃物の投棄等にあたって、すべからく適用されるものである。

（参考）促進区域の指定基準と占用許可審査基準

①海域の占用期間に係る予見性の確保

促進区域の指定基準 占用許可審査基準

海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域等許可規則 （地方整備局規則）

第７条 局長は、第４条第１項の許可を受けようとする者から、促進区域内海域占用許可申
請書（第１号様式）、（中略）の提出があった場合は、次に掲げる事項について遅滞なく審
査を開始するものとする。

（１）法第１７条第２項に基づき公示した海域の占用
①法第１７条第１項に基づき認定された公募占用計画に適合していること

②協議会の構成員である関係漁業者の団体その他の利害関係者の了解を得ていること
が書面にて確認できること

③促進区域内海域の利用若しくは保全又は周辺港湾の機能の維持に著しく支障を与え
るものでないこと

④海洋再生可能エネルギー発電設備の設置により占用する場合においては、当該設備
が適切に維持管理され、かつ、当該設備が備える係留施設に必要とされる性能が港湾
法第５６条の２の２に定める基準を満足するものであること

（２）（１）以外の場合における促進区域内海域の占用
① 占用の目的が適正であること ② 占用の期間が適正であること
③ 占用の場所が適正であること ④ 占用の方法が適正であること
⑤ 船舶の航行に支障を及ぼさないこと ⑥ 安全対策及び環境対策が適正であること
⑦ 当該占用により影響を受ける、協議会の構成員である関係漁業者の団体その他の利
害関係者の了解を得ていることが書面にて確認できること

⑧ 促進区域内海域の利用若しくは保全又は周辺港湾の機能の維持に著しく支障を与え
るものでないこと

⑨海洋再生可能エネルギー発電設備の設置により占用する場合においては、当該設備
が適切に維持管理され、かつ、当該設備が備える係留施設に必要とされる性能が港
湾法第５６条の２の２に定める基準を満足するものであること

（３） 土砂の採取 （略） （４） 施設又は工作物の新設又は改築（略）
（５） 海底の掘削又は切土その他海底の形状を変更する行為（略）
（６） 海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域ごとに国土交通大臣が指定する廃
物の投棄（略）

再エネ海域利用法

第８条 経済産業大臣及び国土交通大臣は、基本方針に基づき、我
が国の領海及び内水の海域のうち一定の区域であって次に掲げ
る基準に適合するものを、海洋再生可能エネルギー発電設備整備
促進区域として指定することができる。

一 海洋再生可能エネルギー発電事業の実施について気象、海
象その他の自然的条件が適当であり、海洋再生可能エネルギー
発電設備を設置すればその出力の量が相当程度に達すると見
込まれること。

二 当該区域の規模及び状況からみて、当該区域及びその周辺
における航路及び港湾の利用、保全及び管理に支障を及ぼすこ
となく、海洋再生可能エネルギー発電設備を適切に配置すること
が可能であると認められること。

三 海洋再生可能エネルギー発電設備の設置及び維持管理に必
要な人員及び物資の輸送に関し当該区域と当該区域外の港湾と
を一体的に利用することが可能であると認められること。

四 海洋再生可能エネルギー発電設備と電気事業者が維持し、及
び運用する電線路との電気的な接続が適切に確保されることが
見込まれること。

五 海洋再生可能エネルギー発電事業の実施により、漁業に支障
を及ぼさないことが見込まれること。

六 漁港及び漁場の整備等に関する法律（中略）の規定により市
町村長、都道府県知事若しくは農林水産大臣が指定した漁港の
区域、港湾法（中略）に規定する港湾区域、（中略）都道府県知事
が公告した水域、海岸法（中略）の規定により指定された海岸保
全区域、排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進の
ための低潮線の保全及び拠点施設の整備等に関する法律（中
略）に規定する低潮線保全区域又は（中略）公告した水域と重複
しないこと。

【前回WG資料再掲】
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（参考）参照条文

①海域の占用期間に係る予見性の確保

海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成三十年法律第八十九号）（抄）

（促進区域内海域の占用等に係る許可）
第十条 海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域内の海域（政令で定めるその上空及び海底の区域を含む。以下「促進区域内海域」とい

う。）において、次の各号のいずれかに該当する行為をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣の許可を受けなければな
らない。ただし、促進区域内海域の利用又は保全に支障を及ぼすおそれがないものとして政令で定める行為については、この限りでない。
一 促進区域内海域の占用
二 土砂の採取
三 施設又は工作物の新設又は改築（第一号の占用を伴うものを除く。）
四 前三号に掲げるもののほか、促進区域内海域の利用又は保全に支障を与えるおそれのある政令で定める行為

２ 国土交通大臣は、前項の行為が促進区域内海域の利用若しくは保全又は周辺港湾の機能の維持に著しく支障を与えるものであるときは、許可を
してはならない。

３ （略）
４ 第一項の許可に係る同項第一号の促進区域内海域の占用の期間は、三十年を超えない範囲内において政令で定める期間を超えることができない。

これを更新するときの期間についても、同様とする。
５ （略）
６ （略）
７  （略）

海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律施行令（平成三十一年政令第四十六号）（抄）

（占用の期間）
第五条 法第十条第四項の政令で定める期間は、次の各号に掲げる占用の区分に応じ、当該各号に定める期間とする。

一 容易に移転し、又は撤去することができる構造の施設又は工作物による占用 五年
二 法第十九条第一項に規定する認定公募占用計画に係る海洋再生可能エネルギー発電設備による占用 三十年
三 前二号に掲げるもの以外の占用 十年

⚫ 認定公募占用計画の有効認定期間が終了した後、選定事業者が占用許可を更新し、事業を継続する場合、
許可が認められる占用期間は最大10年となる。
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⚫ 脱炭素電源への新規投資を促進するべく、脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度（名称「長期脱炭素電
源オークション」）を、2023年度から開始。なお、FIT/FIP制度を適用する電源は参加対象とならない。

⚫ 具体的には、脱炭素電源を対象に電源種混合の入札を実施し、落札電源には固定費水準の容量収入を原則20年
間得られることとすることで、巨額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する。

長期脱炭素電源オークションの概要

②長期脱炭素電源オークションへの参加容認

固定費 可変費

落札価格の容量収入を原則20年間得る

②収入の期間

入札

X＋α年X年

建設
運転開始

運転建設 廃止
時間

建設費用、
維持費等

収入

収入は市場動向に左右され
予見可能性が低い

金額

〈電源投資の課題〉

①投資判断時に
収入の水準を
確定させたい

②投資判断時に
長期間の収入を確定させたい

〈投資判断に必要な要素〉

〈制度のイメージ〉

広域機関
脱炭素電源への新規投資を対象とした入札を実施し

落札電源・落札価格を決定する

応札

固定費水準の容量収入
（入札価格 ⇒ 落札価格）

収益の約９割を還付

卸市場・非化石市場等からの収入

〈落札電源の収入〉①収入の水準

（※）本制度での収入＝落札価格－還付する収益

【前回WG資料再掲】
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（参考）長期脱炭素電源オークションの競争の方式

②長期脱炭素電源オークションへの参加容認

18

電力広域的運営推進機関 制度概要説明会
資料（2025年7月28日）より抜粋



（参考）長期脱炭素電源オークションの募集量と募集上限

②長期脱炭素電源オークションへの参加容認

19

電力広域的運営推進機関 制度概要説明会
資料（2025年7月28日）より抜粋



（参考）長期脱炭素電源オークションの2025年度入札の上限価格について

②長期脱炭素電源オークションへの参加容認

20

第104回制度検討作業部会（2025年6
月23日）資料３より抜粋（赤枠追加）
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（参考）長期脱炭素電源オークションの2025年度入札の上限価格について

②長期脱炭素電源オークションへの参加容認

第104回制度検討作業部会（2025年6
月23日）資料３より抜粋（赤枠追加）



⚫ FIT/FIP制度の支援に伴って生じる費用は、電気の利用者に再エネ賦課金という形でご負担いただいている
が、一定の要件を満たす電力多消費事業者については、2012年度のFIT制度開始以降、国際競争力の
維持・強化の観点から、経済産業大臣の認定を受けることにより、例外的に再エネ賦課金が減免となる。

再エネ賦課金の減免制度の概要

22

【減免に係る認定要件（①～④を全て満たすことが必要）】

② 申請事業所の電気使用量が100万kWh/年を超えること

③ 申請事業の電気使用量が申請事業所の電気の使用量の過半を
占めること

④ 省エネ努力（電気の使用に係る原単位の改善に向けた取組）を
行う者

・過去５事業年度分の電気の使用に係る原単位を年１％以上低減
・原単位改善のための取組に関する状況を公表

※ （A）過去５年間の省エネ投資の実績がある事業者、
 （B）将来３年間の省エネ投資計画の策定を行う事業者 等
    について、救済措置あり。ただしBの救済は2025年度申請より廃止。

2025年度の業種別認定件数（上位10業種） 件数

化学工業 93

鉄鋼業※鋳物含む 91

倉庫業 88

水道業 79

繊維工業 75

金属製品製造業 70

農業 48

プラスチック製品製造業 42

熱供給業 36

窯業・土石製品製造業 35

【減免制度の認定件数等の推移】
（件） （億kWh）

① 電気の使用に係る原単位（電気使用量（kWh）÷売上⾼
（千円））が5.2を超える事業を行う者

〈算定の根拠〉
製造業   ：製造業平均の原単位（0.65）＊の８倍
非製造業：非製造業平均の原単位（0.38）の520/38倍

*2025年度適用分の減免申請における原単位平均。毎年度、その時点で
の最新の統計データに基づき算出。

968 963 952
855 875

1607 1609 1599
1441 1503

510 507 518

426
476

0

100

200

300

400

500

600

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

認定件数 認定事業所数 申請電力量

③オフテイカーの再エネ賦課金の減免

※認定事業所数1503件（2025年度）は、我が国の全民営事業所数の約0.03％。
 認定申請にかかる電力量476億kWh（2025年度）は、国内総需要の約６％。

【前回WG資料再掲】
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(賦課金に係る特例)

第三十七条 経済産業大臣は、毎年度、当該年度の開始前に、経済産業省令で定めるところにより、当該事業の電気の使用に係る原単位(売上高
千円当たりの電気の使用量(キロワット時で表した量をいい、小売電気事業者等から供給を受けた電気の使用量に限る。以下この条及び第五十二
条第二項において同じ。)をいう。以下この条において同じ。)が、当該事業が製造業に属するものである場合にあっては製造業に係る電気の使用に係
る原単位の平均の八倍を超える事業、当該事業が製造業以外の業種に属するものである場合にあっては製造業以外の業種に係る電気の使用に係
る原単位の平均の政令で定める倍数を超える事業を行う者であって、当該事業の電気の使用に係る原単位の改善のために経済産業省令で定める
基準に適合する取組を行うものからの申請により、年間の当該事業に係る電気の使用量が政令で定める量を超える事業所について、我が国の国際
競争力の強化を図る観点から、前条の賦課金の負担が当該事業者の事業活動の継続に与える影響に特に配慮する必要がある事業所として認定
するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、同項の申請者が第五項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者である場合には、
経済産業大臣は、前項の認定をしてはならない。

３ 前条第二項の規定にかかわらず、第一項の規定による認定に係る年度において、同条第一項の規定により第一項の規定による認定を受けた事業
所に係る支払を請求することができる賦課金の額は、同条第二項の規定により算定された額から、第一号に掲げる額に第二号に掲げる割合を乗じて
得た額を減じた額とする。

一 小売電気事業者等が供給した当該事業所の当該認定に係る事業に係る電気の使用量に当該年度における納付金単価を乗じて得た額

二 事業の種類及び事業者による当該事業の電気の使用に係る原単位の改善に向けた取組の状況に応じて百分の八十を超えない範囲内において
政令で定める割合

４ 経済産業大臣は、第一項の規定による認定を受けた事業所に係る事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名、当
該事業所の名称及び所在地、当該認定に係る事業の電気の使用に係る原単位の算定の基礎となる当該事業に係る電気の使用量、当該事業所
の年間の当該事業に係る電気の使用量その他経済産業省令で定める事項について、経済産業省令で定めるところにより、公表するものとする。

５ 経済産業大臣は、偽りその他不正の手段により第一項の規定による認定を受けた者があるときは、その認定を取り消さなければならない。

６ 経済産業大臣は、第一項の規定による認定を受けた者が同項に規定する要件を欠くに至ったと認めるときは、その認定を取り消すことができる。

（参考）再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（抄）

③オフテイカーの再エネ賦課金の減免

※なお、この規定は、再エネ特措法制定時（2011年）の国会審議において、当時の民主党、自由民主党及び公明党の３派共同提案による修正で追加されたもの。

【前回WG資料再掲】



（参考）GX推進機構による金融支援について

24



ＧＸ推進機構について

◼ ＧＸ推進機構は、ＧＸ推進法に基づき、株式会社形態ではない認可法人として、産金学官が連携して、設立。

◼ 2024年7月にＧＸ推進機構が出資・債務保証の金融支援業務を開始して以降、民間企業・金融機関から75
件を超える相談が寄せられており、現在、民間企業と金融機関との検討のサポートを行うなど、案件の組成や具体
化に向けた支援活動を実施中。

◼ また、ＧＸの内外の政策・ビジネス動向に関する調査業務や、個別業界・企業との関係を含む産官学の連携など
ＧＸGX推進の「ハブ」として機能も担う。
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①設立根拠：ＧＸ推進法に基づき設立される認可法人

②業務開始：2024年７月１日

③体 制：約４０名
（理事長１名・ＣＯＯ（専務理事）１名・理事４名、
監事１名、運営委員７名、職員４０名程度）
※順次業務を追加し、最終的には１００名規模

④業務：
設立当初 金融支援業務（債務保証、出資）
２６年～ ＣＰ関連業務を追加
２８年～ 化石燃料賦課金の徴収
３３年～ 有償オークションの実施

＋特定事業者負担金の徴収
※GX推進のため、企業連携の取組や調査・研究等も、
あわせて実施。

＜法人概要＞

債
務
保
証

【類型１】ＧＸ新技術を用いたGXに資する事業

保証割合：８０％～９５％

【類型２】類型１以外のＧＸに資する事業

保証割合：５０％～８０％

【類型３】トランジション・ファイナンスにより資金調達する企業

保証割合：５０％～９０％

出
資

【類型１】債務保証規程で定める類型１・類型２の事業を行う者

例：大規模な脱炭素プロジェクト・カーブアウト案件

【類型２】国内のＧＸに資する事業活動を行う者に対して投資するファンド

例：脱炭素分野の成長ファンド・脱炭素分野に特化したファンド

【類型３】ＧＸ技術に関する研究開発の成果の企業化に必要な活動を行う企業

例：ディープテック・スタートアップ（ミドル・レイター）

＜債務保証・出資の対象となる類型＞



◼ 金融支援に当たって機構が従うべき基準
※以下の項目をいずれも満たす案件を支援。

（１）政府の方針との整合性
• GX推進戦略やクライメート・トランジション・ボンド・フレームワーク

等の政府方針に整合する活動

（２）GXに資する技術の社会実装又は事業の推進
• 我が国企業が保有する新技術など、GX技術の社会実装又はこれを

活用した事業

（３）民間で取り切れないリスクの補完
• 民間金融機関等が真に取り切れないリスクが存在し、その補完が必

要であること

（４）支援対象となる事業活動の持続可能性その他の総合判断
• 支援対象の持続可能性のみならず、GX政策への貢献、民間金融

への呼び水効果、トランジションファイナンス、ブレンデット・ファイナンス
等の新たな金融手法への進展への寄与、良質な雇用をもたらす効
果等を総合的に勘案し、金融支援が必要とされること

（５）適切な経営・推進体制の確保
• 支援事業を効率的、効果的かつ確実に実施する体制の構築及び

経営陣のコミットメントがあること

◼ 金融支援全般について機構が努めるべき事項

（１）金融支援の基本的な考え方
• 民間がとれるリスクかどうかを踏まえる一方で、リスク補完を行わない

ことでGX推進に停滞を招かないよう、取るべきリスクはしっかり取るこ
とを旨として、金融支援を行うこと 等

（２）金融支援を推進する体制の確保
• 積極的な案件発掘、外部有識者の意見の聴取、専門人材等の

確保 等

（３）政府全体の政策との連携
• GX政策をはじめとする政府全体の施策との連携

（４）GXの推進に向けた人材の育成
• 民間との積極的な人材交流やGX推進に関する学びの場の提供

等

（５）ステークホルダーとの連携
• 多様なステークホルダーとの協働や他の政府機関との連携

（６）情報開示
• 情報開示を通じた運用の透明性の確保 等

支援基準の主な内容

【参考】国がGX推進機構に示す「支援基準」

◼ GX推進法第57条第1項に基づき、GX推進機構が金融支援業務（債務保証、出資及び社債の引受け）を実施し支援案件を決
定する際に、GX推進機構が従うべき基準として国が定めるもの。

◼ GX推進機構が実施する金融支援業務は、GX新技術の社会実装を行う際に、技術・完工・需要リスク等があり不確実性が強い場
合に、民間金融機関等が真に取り切れないリスクを特定し、その部分についてリスク補完することが基本。
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